
1 地域分権推進事業 総合政策部
地域分権・協働
課

現状維持

・普及、啓発活動を拡大すること。
・分権まつりは面白い企画であり、実施に向けて検討すること。
・各種団体への働きかけ(会員固定化、高齢化を解消)を行うこと。
・職員の時間的、精神的負担を軽減するとともに、人事評価への反映を検討すること。
・運営の改善について検討すること。
・学生サポーター活用のためのルール、活用方法を整理すること。

2 共同介護認定審査会事業 福祉部 介護保険課 現状維持

・現状把握のもと、改善すべきものの掘り出しを行うこと。
・業務内容を検証し、段階的な委託を進めること。
・各市町医師会に早期対応を文書で要請すること。
・目標に到達していない理由が職員の責めによるところでない、医師による処理件数も
　限界であるのであれば、目標設定の考え方を改めること。
・介護保険事業における国の補助が適用される範囲を整理し、財源負担に対する国への
　要望が可能かどうか検討すること。

3 地域自立生活支援事業 福祉部 介護保険課 現状維持
・来年度予算までに詳細（事業内容）について再検討すること。
・訪問体制（市職員又はアルバイト）を検討すること。
・1人あたりの訪問回数を検討すること。

4 市営駐車場管理事業 都市建設部 交通・総務課 現状維持
・指定管理者制度の導入について引き続き検討し、次年度予算確定時までに指定管理者
　制度の導入に関する問題を解決すること。

5 交通安全協会補助事業 都市建設部 交通・総務課 現状維持

6
地域防災リーダー推進事
業

市長公室 危機管理課 現状維持

・自主防災組織、地域防災の考え方を整理すること。
・災害時における防災機能の向上を図るための対策を検討すること。
・自主防災組織との連携を検討するとともに、自主防災組織におけるリーダーの位置づ
　けを明確にすること。

7 自主防災組織育成事業 市長公室 危機管理課 現状維持
・自主防災組織の育成、継続を行うこと。
・地域防災リーダーとの関連、整合性を高めること。
・市の災害対策本部との連携体制（業務分担も含めて）の確立を図ること。

8 予防活動事業 消防本部 予防課 現状維持 ・予防活動費用に係る人件費を精査（費用対効果の面で）すること。

9
予防歯科室事業（母子保
健）

子ども・健康
部 健康増進課 現状維持 ・フッ素塗布に関するＰＲを再検討すること。

10
池田子どもの居場所づく
り推進事業

教育部 教育センター 現状維持 ・指導員の確保（実施回数の増、確保）に努めること。

11 適応指導事業 教育部 教育センター 現状維持
・スマイルファクトリーとの連携も必要であるが、教育委員会としての取組強化を行う
　こと。
・報償金を削減の方向で見直すこと。

12 こども会育成事業 教育部 教育センター 現状維持 ・池田市こども会育成連絡協議会拡大についての教育委員会案の作成を検討すること。

13
図書館管理事業
／運営事業

教育部 図書館 現状維持
・人員計画及び指定管理者制度の導入について検討すること。
・移動図書館の平成29・30年度末での廃止の可能性を検討すること。

14
石橋プラザ管理事業
／運営事業

教育部
図書館
（石橋プラザ）

現状維持
・人員計画及び指定管理者制度の導入について検討すること。
・賃借料について引き続き削減に努めること。

15
社会教育団体活動促進事
業

教育部 生涯学習推進課 現状維持

・新たに成長しようとする団体の育成に関する助成を検討すること。（成熟した団体だ
　けではなく、今後伸びる見込みのある団体に報償金を支出できるような仕組み（選考
　委員会の設置）を検討すること。）
・五月山春のフェスティバルに係る報償金を精査すること。

16 社会教育施設管理事業 教育部 生涯学習推進課 現状維持
・耐震、利活用等について検討すること。
・山の家の廃止スケジュールを明確にすること。

17
中央公民館管理事業
／運営事業

教育部 中央公民館 現状維持
・利用率改善も含めた委託化の検討及び人員計画の検討を行うこと。
・特色ある事業展開を検討すること。

18 医療機能充実事業 市立池田病院 医療管理課 現状維持 ・【病院において休日急病診療所の運営可否を検討すること。】

19 商工業経営者等育成事業 市民生活部 地域活性課 現状維持

・企業育成室退室後の企業と本市との連携を行うこと。（退室した企業の池田市への貢
　献状況の確認を行うこと。）
・市外転出事業者への「ふるさと納税」の依頼を検討すること。
・【事始め大賞についての総括を行うこと。】

20 地域就労支援事業 市民生活部 地域活性課 現状維持
・相談者の増加に向けて支援センターのＰＲ強化、活用、福祉部局との連携を検討する
　こと。
・業務委託（コスト削減を含む。）を検討すること。

21 男女共同参画啓発事業 市民生活部 人権推進課 現状維持
・男女共同参画事業を精査し、マンネリ化から新たな方向性を検討すること。
・【男女共生サロンに係る指定管理料（相談事業など）の精査を行うこと。】

【　】内は、関連する他の事業に対する指示事項
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